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特集2

REMAT活動の今後の展望特集2

　1983年アメリカ合衆国大統領ロナルド・レーガンは、行政命令により国家災害医療システム（National Disaster 

Medical System、NDMS）を構築を命じました。NMDSは、保健福祉省（Department of Health and Human 

Services, DHHS）の一部として、自然災害、大きな輸送事故、人的災害、大量破壊兵器、テロリズムを含めて緊急事

態が宣言された際に、医療を行うものです。アメリカでは、この様な際に医療を行う専門家の集団、即ち災害医療支

援チーム(Disaster Medical Assistance Teams, DMATs）を、このシステムのもとに設置しました。我が国では、

1995年1月17日、最大級の自然災害である「阪神・淡路大震災」が起こりました。この阪神・淡路大震災では、初期医

療体制の遅れが指摘され、平時の救急医療レベルの医療が提供されていれば、救命できたと考えられる「避けられた

災害死」が500名存在した可能性があったと報告されています。この教訓を生かし、厚生労働省は、災害医療派遣チー

ム、日本DMATを平成17年４月に発足させました。しかしながら、現在DMATはテロや放射線･原子力災害に対し

ては、活動が求められていません。

REMAT／明石 眞言

　放射線医学総合研究所(放医研)は、「防災基本計画」と武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する

法律「国民保護法」で指定公共機関とされており、原子力災害と放射線・核事故並びにテロ発生時には、緊急被ばく医療

派遣チームの派遣を含む被ばく医療を提供、支援することが役割として課せられています。また「独立行政法人放射線

医学総合研究所法」には、「関係行政機関又は地方公共団体の長が必要と認めて依頼した場合に、放射線による人体の

障害の予防、診断及び治療を行うこと。」と定められています。ところが、国により緊急事態と認定されない、もしくは

関係行政機関又は地方公共団体の長から依頼がない事象、例えば企業や研究機関、また海外での事故では、活動が規

定されていませんでした。企業や医療・研究機関では実際に事故が起こっており、“緊急事態”とは認定されない場合で

の放射線被ばく事故対応体制が求められていました。

　こうした背景を基に2008年、海外での放射線被ばくや放射性物質による汚染事故などが起きた時に、現場で初期

医療を支援する、緊急被ばく医療支援チームREMAT（Radiation Emergency Medical Assistance Team）を結

成、2009年１月より本格的な活動を開始しました。被ばく医療の分野で支援が可能なチームは世界的にも極めて珍し

く、アジア初となります。今までアジアでの活動は、研修を行うことに限られており、このチーム結成により、被ばく

医療における放医研の人的・物的資源を積極的に活かした国際的な支援活動することになりました。

　REMATは、放医研理事長の命令で派遣されるため、“緊急事態”と認定されないような事象にも対応できる利点を

持っています。過去の経験から学んだことを糧に、海外での被ばく事故に備えて、日夜準備に追われていました。と

ころが、2011年3月11日に起きた東日本大震災により起きた東京電力福島第一原子力発電所事故（以下、東電福島原

発事故）が国内であり、派遣第1号となりました。

そして、これを契機に国内派遣体制を含めた新し

いREMAT活動が求められる様になりました。

また、事故が起これば、その後のfollow-upも必

要となります。REMATでは、1954年太平洋上

のビキニ環礁での水素爆弾実験による被ばく、

JCO臨界事故、東電福島原発事故での作業員の

健康診断を実施しています。

　REMATは専任職員と放医研の他の部門に

所属する専門家から構成されています。今回

REMATの活動内容を紹介すると共に、今後の

展望についても触れたいと思います。
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●立崎 英夫

 REMAT　医療室

1．東電福島原発事故までの被ばく医療

　放医研は、これまでに国内で発生した2つの大きな放

射線／原子力事故の際に、被ばく／汚染された方の医療

に従事してきました。1つめは 1999 年に起きた東海

村 JCO臨界事故で、3名の方が高線量の外部被ばくを

受けました。これら 3名を受け入れ、線量評価と治療方

針の決定をした上で、1名は放医研で引き続き診療を

継続し、この方は約 3ヶ月で退院しました。血液幹細胞

移植の適応のある他の 2名は協力医療機関で治療を受

けましたが、被ばく線量が高く、残念ながら亡くなりま

した。2011 年の東電福島原発事故に際しては、広い意

味での被ばく医療対応として、オフサイトセンターを含

む現地での対応をはじめ、本所における患者受入、スク

リーニング検査や問診、一般の方や医療関係者からの電

話相談、放射線健康影響に関する広報等実に様々な活動

を行ってきています。特に事故直後においては、11 名

の被ばく／汚染された方の合併症の治療、線量評価、除

染を行いました。

　この他、ロンドンでのポロニウム事件や局所被ばく事

故など、小規模の事象、さらに被ばくの可能性ある方の

線量評価に従事してきました。代表的事例を表１に示し

ます。 

2． 被ばく医療体制の課題

　我が国の被ばく医療体制は、JCO臨界事故以来整

備されてきましたが、一方、東電福島原発事故の際は、汚

染患者の病院での受入が必ずしも円滑に行われません

でした。そのため、この事故の教訓から、現在原子力規制

庁を中心に、被ばく医療体制の見直しが進められていま

す。この一環として、放医研は平成 25年度に被ばく医療

の体制について現状の分析を行い、以下の提言を行いま

した。

・被ばく医療機関は、「治療が必要な疾病や外傷があれ

ば、汚染の有無、程度にかかわらず患者を受け入れ、必

要な治療を行う」こと、これを円滑に行うためには、「全

ての病院職員の理解が得られる」ことが大切です。この

ため、職員全体への教育研修が必要です。

・各地域の被ばく医療機関は、「病院の機能やその特徴に

応じた役割分担をする」こと、そして、「原子力施設立

地道府県および隣接各道府県の災害拠点病院は、最低

1機関は被ばく・汚染患者に対応できること」が必要で

す。地域によっては医療関係者自体の不足が深刻で、

「被ばく医療に係る人材確保および現場医師等の負担

を軽減するための方策や財政支援」も必要です。

　これらの提言も踏まえて、現在（平成 26 年 10 月）国

内被ばく医療体制の見直しが進んでいます。

3． 放医研の今後の課題

　東電福島原発事故を契機に、被ばく医療の必要性が再

認識され多くの関心が寄せられており、放医研自身もよ

り効率的に被ばく医療に貢献していくことが求められ

ています。いくつかの方向性が考えられますが、その中

のいくつかの方向を提示します。

　国内の被ばく医療体制においては、各道府県の拠点と

なる被ばく医療機関で、被ばく・汚染患者の診療能力を

高めることが期待されており、放医研はそれらへの支

援、助言を確実に行っていく事が必要であり、REMAT

（緊急被ばく支援チーム）の充実化を行っています。特に

線量評価が可能な施設は、一般の医療機関では皆無に等

しく、原子力発電所などの事業者からのサポートも期待

できない機能です。一方放医研には、線量評価機能の集

積があり、一層のサポート体制の充実を図っていくこと

が必要です。これは、全国自治体や、被ばく医療機関から

の要望も多くあります。

　また、幾つもの医療機関や関連機関が関与してくる中

で、情報のハブとしての機能が期待されま

す。原子力災害の時には、国の原子力防災

対策本部が、指揮命令系統の中心となりま

すが、そこへの情報付与も含めて、被ばく

医療に関するデータ供給源としての機能、

あるいはシンクタンク機能を持つことが

望まれます。このためには、平時から、情報

を集約する機能を持ち、「放医研に聞けば、

（最低限のことは）わかる」という機能の維

持が必要です。

　さらに、上記のアウトリーチ活動には、

その裏打ちとなる実績が必要です。症例数

の多くない被ばく医療の分野においては、

その分研究領域の役割が大きく、放医研は

研究所であり、研究機能が期待されます。

内部被ばくに関する研究など現在の研究方向に加えて、

より現場に役立つ、実用研究、開発研究、調査研究の方向

性を発展させていくことが必須であり、今後の放医研被

ばく医療の重要な業務として期待されます。

　放医研の活動のもう 1 つの柱が、海外展開です。こ

れまでも、IAEA、WHO や UNSCEAR への専門家

派遣等の多大な貢献があり、また、これらの国際機関

とも協力し、主にアジアの被ばく医療担当者を対象に

研修コースをほぼ毎年開催してきました。これらの実

績に基づき、WHOから 2013 年 9 月に協力センター

(collaborating center) に指定されました。

　アジアでは、放射線の利用は盛んになり、原子力発電に

関しては東電福島原発事故後も新たな建設計画が多くあ

り、被ばく医療の必要性が急速に高まってきています。こ

れに呼応して、韓国や中国では独自の被ばく医療専門機

関を持ち、また、東南アジアでも一般的医療レベルが向上

しています。このような中で、これまで実施してきたよう

な単なる講義による一方向の情報伝達発信から、双方向

の情報交換が必要となっており、ワークショップ等での

情報交換や研修等に取り組み始めています。

　また、多国間の関係構築に国際機関の枠組により積極

的に加わり、そのしくみを利用し、効率化することが望

まれます。一方、いくつかの主要医療機関とは、協力協定

も絡めて機関間での関係を構築維持していく定常的活

動が必要です。特に後者は、成果が短時間に現れにくく、

継続的に取り組んでいます。

REMAT活動の今後の展望特集2

表1：東電福島原発事故以前の放医研の事故対応

図1：被ばく医療分野で放医研が受け入れたアジアからの医療従事者
　　　　 （平成26年9月30日現在）

470人（アジア地域以外からの参加者42人を含む）の医療従事者が受講（原子力規制庁「第1回原子力防災課と緊急被ばく医療研究センター・REMATの定期連絡会」資料より改変）



34　放射線科学　第58巻　第1号（2015） Radiological Sciences Vol.58 No.1（2015）　35

●富永 隆子

 REMAT　医療室

1．はじめに

　放医研は、被ばく医療の中心的機関として、自らも被

ばく医療を実践することが求められています。また、社

会情勢やニーズが変化しており、原子力施設での事故以

外にも核・放射線の事故、災害、テロ対策が課題となって

います。さらに、2020 年の東京オリンピック開催に向

けてテロ対策は災害・テロの対応関係機関にとって喫緊

の課題となっています。そこでREMATは、放射線緊急

事態で、初動対応を担う消防、警察等の関係機関と緊急

被ばく医療、放射線計測、放射線防護の専門家として協

力できるように訓練や研修などを行っています。

　ここではこれらの関係機関との連携について、これま

で行ってきた活動とともに紹介します。

２．協力協定病院との連携

　放医研には被ばく・汚染のある傷病者を受入れる体制

がありますが、高線量被ばくや局所被ばくでは、造血幹

細胞移植、集中治療、皮膚移植など高度で専門的な医療

が必要とされることがあります。このため放医研は6機

関 7病院（表１）と協力協定を締結してこれらの医療を

提供する体制も構築しています。協力協定病院に放医研

から患者を搬送して治療を行う際には、放医研から被ば

く医療の支援、助言の他、放医研から専門家を派遣して

放射線防護、線量評価を行うことになっています。この

専門家派遣は、REMATが担っており、円滑な連携体制

の構築のため、2011 年から毎年協力協定病院と訓練を

共同して行っています（図１）。

　共同訓練では、放射線防護の資機材を協力協定病院

に持ち込み、処置室の養生、体表面汚染モニターでの汚

染検査、エリアモニターでの監視、放射線安全管理等を

行っています。さらに可搬型Ge分析装置によって簡易

測定を行い、放医研からの後方支援とともに被ばく線量

評価を実施し、協力協定病院での迅速な内部被ばくの治

療の開始に繋げています。

３． その他の機関との連携

　放医研は、東電福島原発事故時に、注水活動をする消

防職員の放射線防護、放射線管理を支援するために総

務省消防庁の要請により職員を緊急対応の基地である

J-Village に派遣しました。このように放射線防護、計測

の専門家が災害現場で活動する初動対応者に帯同して

放射線防護等の専門的な分野を担当することでより安

全に活動できることが期待されます。

　消防との連携としては、千葉市消防局が行った放射線

災害での救助の訓練に対して放射線防護の専門家とし

て助言、指導を行いました。この時には放射線防護の機

材としてラジプローブシステムを使用していますが、こ

のように専門家との連携だけでなく、資機材を使用した

連携も行っています。

　関係機関への研修（表 2）としては、これまで地域の二

次被ばく医療機関、消防、警察、自衛隊等へ放射線の基

礎、放射線防護、被ばく医療に関する講義と放射線測定

器の使用方法、汚染検査、防護装備の着脱等の実習（図 2）

を含めた研修を行いました。

　これらの研修は、テロ対策等の必要性が増しているこ

とから、原子力施設立地隣接県だけでなく、それ以外の

地域からの依頼も増えています。

４．今後の展望

　放医研は被ばく医療の中心的機関、国民保護法の指定

公共機関として放射線緊急事態に専門家としての活動

が期待されています。そのため、被ばくまたは汚染のあ

る傷病者を受入れるだけでなく、医療機関と防災関係者

が連携して、相互の活動と役割を理解し、放射線計測や

放射線防護を行い、放射線緊急事態が発生した場合には

円滑に対応できるように準備しています。そして、初動

対応者が安全に現場対応できるようにすることで二次

災害を防止し、さらに被害の拡大防止に貢献できること

を目指します。

図1：訓練での試料の計測
可搬型Ge分析装置を医療機関に持参し、現地でサン
プルを測定し、放医研にデータを伝送します。その後、
線量評価の結果を現地派遣の医師へ連絡します。

図2：実習の風景
防護衣を着用して救助者の汚染検査を行う実習。オー
バーオール型防護衣下に､ 模擬線源を付けて汚染に見立
て、GMサーベイメーターで実際に放射線を検知します。

表2：関係機関との訓練・研修等

REMAT活動の今後の展望特集2

日付 内容
2011.1.30 茨城県で行われた放射線テロの国民保護実動訓練に参加
2012.8.23 国立病院機構災害医療センターへの患者搬送、放射線防護等の連携強化、放医研本部との通信訓練を実施
2012.9.5-6 REMAT車両２台を派遣し、青森県二次被ばく医療機関である八戸市立市民病院で被ばく医療の研修、WBC

の校正、計測と汚染患者の対応訓練を実施
2013.9.17 放医研からの患者搬送と東京医科歯科大学での受入れ訓練を実施
2013.11.7 青森県内の３つの医療機関とSCUが開設された青森空港での診療、搬送に対して、放医研からウェブ会議シ

ステムを利用して助言等を行い、訓練に参加
2014.2.19 放医研からの患者搬送と日本医科大学付属病院高度救命救急センターでの受入れ訓練を実施
2014.7.31 REMATの車両２台の展示によるREMATの活動を紹介と千葉市消防局特別高度救助隊が実施する放射線事

故を想定した救助訓練展示にも専門家としての助言および指導
2014.8.25 放医研からの患者搬送と日本医科大学千葉北総病院での受入れ訓練を実施

表1：放医研の協力協定病院と協定締結年月日および協定内容

機関名 協定年月日　 協定内容
学校法人日本医科大学
・付属病院
・千葉北総病院

平成15年７月３日 原子力施設等で発生した放射線被ばく及び放射性核種による汚染を
伴った傷病者（以下「傷病者」という。）に対する医療行為に関する協力

学校法人杏林学園 平成17年３月１日 原子力施設等で発生した放射線被ばく及び放射性核種による汚染を
伴った傷病者（以下「傷病者」という。）に対する医療行為に関する協力

独立行政法人国立病院機構
災害医療センター

平成18年８月28日 放射線被ばく及び放射線核種による汚染を伴った傷病者（以下「傷病
者」という。）に対する医療行為に関する協力

国立大学法人東京大学医学
部附属病院

平成18年８月28日 原子力施設等で発生した放射線被ばく及び放射線核種による汚染を
伴った傷病者（以下「傷病者」という。）に対する医療行為に関する協力

国立大学法人東京大学医科
学研究所附属病院

平成18年８月28日 原子力施設等で発生した放射線被ばく及び放射線核種による汚染を
伴った傷病者（以下「傷病者」という。）に対する医療行為に関する協力

国立大学法人東京医科歯科
大学医学部附属病院

平成23年４月28日 原子力施設等で発生した放射線被ばく及び放射線核種による汚染を
伴った傷病者（以下「傷病者」という。）に対する医療行為に関する協力
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 REMAT　医療室

1．はじめに

　放医研は、被ばく医療の専門機関として、ウラン加工

工場臨界事故やタイやパナマでの被ばく事故への専門

家派遣など国内外の放射線事故等への対応、国際機関

での被ばく医療に関する会合や講習会等への専門家派

遣、放医研でのワークショップ開催などを行ってきま

した。また、被ばく医療は、医療関係者以外に、放射線防

護、計測、被ばく線量評価などの専門的な技術と知見が

不可欠で、これまで各分野の専門家が連携して活動し

てきました。放医研の被ばく医療への対応を迅速に開

始し、機動的に円滑に活動でき、かつ人材や知見、資機

材を最大限に活用できるように、各分野の専門家からな

る緊急被ばく医療支援チーム (Radiation Emergency 

Medical Assistance Team, REMAT) が発足しまし

た。REMAT発足以来の主な活動を紹介します。

２．国外への展開

　REMATが開催したワークショップやセミナー（表1）

で、特にアジアを中心に各国の被ばく医療を担っている

人達と情報共有や意見交換を行ってきました。これは、

2001 年から緊急被ばく医療研究センターが行ってきた

諸外国向けのセミナーを引き継いで開催してきたもの

で、これまで 450 名以上がアジア各国から参加してい

ます。万が一の事故時には、円滑な被ばく医療の支援に

つなげられるように、顔の見える関係の構築も日本での

セミナー開催の目標となっています。今後は、より多く

の医療従事者の参加のために、各国でセミナーやワーク

ショップを開催し、被ばく医療が多くの国で充実するこ

とを目指したいと思います。

　また、実際の活動（表 2）としては、2012 年にペルー

で起きた被ばく事故で国際原子力機関（IAEA）の「緊急

時対応援助ネットワーク（RANET）からの医療支援要請

に、放医研の協力協定病院での患者受入れの可能性も検

討し、医学的助言を提供しました。その１年後に再び本

事故の医療支援要請が IAEA-RANET からあり、慢性期

にある局所被ばくの皮膚障害に対して医学的助言を行

いました。このペルーの被ばく事故は、実際にはフラン

スおよびチリで治療が行われました。

　他に IAEAが主催する国際的原子力関連訓練（Inter-

national Emergency Response Exercise,Convention 

Exercise, ConvEx）の通報訓練に参加し、シナリオに対し

て日本国内からの助言などを行いました。

３． 国内での展開

　2011 年に起こった東電福島原発の事故当時、

REMATの国内派遣は規程されていませんでしたが、未

曾有の災害に放医研は全所的な対応を行い、2011 年 3

月 12 日朝には、他の機関に先駆けて第一陣REMATを

自衛隊機で現地に派遣しました。この事故対応を契機と

して、REMATの国内派遣の規程を整備し、国内の原子

力災害時の放医研の緊急被ばく医療派遣チームの活動

はREMATを中心として活動することになっています。

　東電福島原発事故以降、被ばく医療にかかわる教育の

ニーズが高まり、各地域で被ばく医療の研修会、講習会等

が開催されるようになりました。被ばく医療の実践的な

研修の指導が出来る人材は少なく、REMATは依頼の

あった講習会等へ多くの人材を派遣しています（表3）。

　放医研は、武力攻撃事態等における国民の保護のため

の措置に関する法律（国民保護法）で指定公共機関とさ

れており、放射線・核テロ発生時にも被ばく医療を提供、

支援することが役割として課せられています。そこで、

国民保護法での関係機関の初動および現地調整所での

連携の演練を目的とした「国民保護CRテロ初動セミ

ナー」を開催したり、放射線事故での現場救助の訓練を

する機関等に指導、助言などを行っています。さらに、被

ばく医療、放医研の活動を広く知ってもらうため、学会

やシンポジウムでREMATの車両の展示、活動について

情報発信も行っています。

４．まとめ

　放射線がかかわる事故・災害は非常に稀な事象という

こともあり、被ばく医療を提供できる機関は、日本国内

でも数少ないのが現状です。REMAT の活動は様々な

局面に迅速に対応することが期待され、いざというとき

に必要なことが行われることが期待されています。その

ため普段からREMATに課せられた役割を認識し、その

役割を遂行するために必要な知識、技術、情報を身につ

け万が一の事故・災害発生時には迅速に対応できるよう

に今後も努力を続けます。

表3：REMATの国内での活動

表1：REMATが開催した被ばく医療研修

表2：REMATの国際機関等との訓練と実際の活動

REMAT活動の今後の展望特集2

開催期間 内容
2010.10.6-8 韓国医療従事者向け緊急被ばく医療トレーニングコース
2011.2.28-3.2 アジアにおける原子力災害に対する住民対応
2011.8.26 NIRS-IAEA-REAC/TS 共催：放射線事故の医療対応
2012.3.21-22 アジアにおける原子力災害に対する医療対応
2013.3.11-13 アジアにおける原子力災害に対する医療対応
2012.9.19-21 韓国医療従事者向け緊急被ばく医療トレーニングコース
2013.8.28-29 韓国医療従事者向け緊急被ばく医療トレーニングコース
2013.10.1-4 複合災害時における緊急被ばく医療への対応整備に向けて
2013.12.9-13 緊急被ばく医療対応
2014.8.25-27 韓国医療従事者向け緊急被ばく医療トレーニングコース
2014.11.4-6 アジアにおける原子力災害に対する医療対応

日付 内容
2010.6.12-21 ウクライナ キエフ近郊で行われた国際訓練へ参加
2012.7.3 ペルーで発生した被ばく事故に関するIAEA RANET の援助要請に基づいて、医学的対応等の助言
2013.6.19 ペルーで発生した被ばく事故に関するIAEA RANET の援助要請に基づいて、医学的対応等の助言
2013.11.20-22 IAEA 主催の ConvExの実動訓練で国内から助言
2014.9.3 ConvExの通報訓練で国内から助言

日付 内容
2010.12.21 静岡県で行われた原子力防災訓練に参加

2010.11.13-14 APECのテロ対策の一環として、REMATが待機

2011.3.12- 東電福島原発事故対応として、大熊町の現地対策本部、福島県緊急被ばく医療調整本部、福島県庁に移設され
た現地対策本部、J-Village、一時立ち入り支援などに派遣

2012.7.28-29 日本災害看護学会第14回年次大会の組織ブースでREMATのポスターおよび活動を紹介

2012.10.24 北海道原子力防災訓練で救護所のスクリーニングチームとして参加（30㎞圏内から30㎞圏外への避難）

2012.12.15-16 滋賀県長浜赤十字病院で開催されたDMAT強化研修で、被ばく医療、放射線防護等の講義およびサーベイメーターの取り扱いや汚染検査、除染等の実習を指導

2013.1.10 千葉県が主催したDMAT強化研修で、被ばく医療、放射線防護等の講義およびサーベイメーターの取り扱いや
汚染検査、除染等の実習を指導

2013.2.23 滋賀県高島市民病院で開催されたDMAT強化研修で、被ばく医療、放射線防護等の講義およびサーベイメータ
ーの取り扱いや汚染検査、除染等の実習を指導

2013.2.24 滋賀県高島市民病院で開催された病院職員向けの講習会で、被ばく医療、放射線防護等の講義およびサーベイ
メーターの取り扱いや汚染検査、除染等の実習を指導

2013.8.22-23 日本災害看護学会第15回年次大会の組織ブースでREMAT車両の展示、活動紹介およびワークショップで被
ばく医療での放射線防護、汚染検査等の実技を指導

2013.10.19 福井大学が主催したシンポジウムにREMAT車両を展示し、REMAT活動を紹介
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緊急被ばく医療研究センター被ばく線量評価研究プログラム生物線量評価研究チーム

1．はじめに

　放射線被ばく事故における緊急時の医療では、患者の

予後の予測と治療計画の立案のために、被ばく線量の

評価が必要です。線量が 1～ 2 Gy を超えると治療を要

するレベルの急性放射線症を発症することが知られて

います。急性放射線症は、前駆期、潜伏期、発症期、回復期

（または死亡）という経過をたどります。線量が高いほど

早く症状が現れ、かつ症状が重くなり、また、放射線感受

性の高い生体組織から症状が現れます。事故後のできる

だけ早い段階で迅速に線量を推定することが急務とな

ります。線量推定には、臨床症状や検査値からの線量推

定（症状の種類・強さ・発生時期や血球数の変化）、物理学

的線量評価（個人線量計の値、空間線量と行動調査から

の推定、電子スピン共鳴法など）、生物学的線量評価（バ

イオドシメトリー）を用います。

　バイオドシメトリーでは患者の末梢血を検査します。

生体に強い電離放射線が当たり、遺伝物質の本体であ

るDNAの損傷が正常に修復されないと、関連する遺伝

子・タンパク質の発現に変化が生じ、またDNAが折り

たたまれた染色体の構造に異常が生じます。それらの変

化と線量の間には一定の数学的関係があるので、予め実

験的に検量線を作製しておき、異常観察値を当てはめる

ことで被ばく線量推定が可能です。遺伝子やタンパク質

の発現変動は被ばく後の血液採取タイミングの影響を

大きく受けるので、被ばく事故での実用性は必ずしも充

分でありません。緊急被ばく医療においては、現在、放

射線により切断され誤って 2個の染色体が融合した二

動原体染色体の生成頻度を指標とした、二動原体染色体

分析（dicentric chromosome assay, DCA）１) が、国

際的に標準化された最も信頼性の高い手法として役立

てられています。東京電力福島第一原子力発電所事故に

おいても、緊急作業従事者の患者候補者に対して実施し

（2011 年）、診断を支えました。１）

２．染色体分析によるバイオドシメトリーの問題点

　バイオドシメトリーのための染色体分析法として

は、DCAのほかに、化学的誘導による未成熟染色体凝

縮（premature chromosome condensation, PCC）

法や小核法が利用されてきました。いずれの方法でも顕

微鏡によって染色体異常を検出し、その出現頻度に基づ

いて線量評価します。近年では顕微鏡システムの自動化

による高速化が達成されました。さらに昨年以降、カナダ

保健省のR. Wilkins 博士らによって、フローサイトメト

リーよる染色体異常検出法も開発され、高速化に加えて

多検体対応の可能性が広がっています。しかしながら、い

かに分析機器による自動化・高速化が達成されようとも、

前述のいずれの手法でも、患者の血液検体を入手してか

ら 2～ 3日間の細胞培養を行う必要があるため、血液検

体を受け取ってから 2日以上経ってようやく線量評価

できる点は変わりません。緊急被ばく医療の現場からは、

もっと早く評価できないものかという声がありました。

そこで私たち生物線量評価研究チームは、細胞培養時間

が不要な《細胞融合によるPCC法》に着目しました。

３． 細胞融合による未成熟染色体凝縮

　細胞融合による PCC法では、細胞分裂M期にある

チャイニーズハムスター卵巣 (CHO) 細胞とヒト末梢血

リンパ球細胞（間期核、細胞分裂G0/G1 期）をポリエチ

レングリコールを用いて融合させます。この刺激によっ

て、ヒト染色体は分裂期に入る前でありながら凝縮し、

顕微鏡観察で判別できます（図 1-a）。放射線被ばく線量

に応じて染色体断片化が起こります (図 1-b)。けれども

実験手技や染色体断片の判別が難しく、最初の現象報告

から 40 年を経た現在でも、放射線被ばく事故での線量

推定には活用されていません。そこで私たちは、細胞融

合によるPCC法に蛍光 in situ ハイブリダイゼーショ

ン (FISH) 法を組み合わせることで、緊急時の大まかな

線量評価に適した検査法を開発し、未成熟凝縮二動原体

染色体分析法 [prematurely condensed dicentric 

chromosome （PCDC） assay] と名付けました。2)

　FISH には動原体とテロメアを識別する 2種類のペ

プチド核酸（PNA）プローブを用いることにしました。

PNAプローブは従来のDNAプローブに比べ配列適合

性も特異性も非常に高いので、ハイブリダイゼーション

時間を従来の約 16時間からわずか 30分に短縮するこ

とができました。染色体断片（動原体無し）と二動原体染

色体（動原体の蛍光シグナル 2個）とが明確に区別でき

ました（図 1-c）。以上の工夫によって、血液検体受け入れ

から 5時間で染色体異常頻度を調べることが可能にな

りました（図 2）。

　DNA 損傷の修復機構の影響をみるために、この方法

を用いて、染色体断片と二動原体染色体の生成頻度に

ついて、ガンマ線 4 Gy 被ばく後の経時変化を調べま

した。2）興味深いことに、染色体断片は被ばく後急激に減

少した後に安定し、二動原体染色体は 1個／細胞で推移

しました（図 3-a）。さらに、観察細胞数がわずか 50個で

あっても、染色体断片と二動原体染色体の頻度と線量の

間には、それぞれ一定の直線関係と線形二次曲線の関係

がみられ（図 3-b）、二動原体染色体頻度はポワソン分布

をとることが明らかになりました。今後より詳しく染色

体異常の生成動態を調べ、また実験手技を改良する必要

はありますが、現実の事故においてかかる血液検体入手

までの時間のことも考慮すると、PCDC法は緊急被ば

く医療における線量推定に実際に有望であるといえま

す。2) 

図1：未成熟凝縮染色体の例
(a) 3） 線量0 Gy。ギムザ染色により、未成熟凝縮染色体が46本
観察されました。(b) 3） (c) 2） ガンマ線2 Gy照射。染色体断片
が生じ、染色体断片や二動原体染色体(矢印)が生じています。

(b) ギムザ染色では染色体数が断片化により過剰となったことが
分かり、

(c) PNA-FISH (赤色:動原体、黄緑色:テロメア）では断片と二動
原体染色体の判別ができます。

図2：PCDC法の流れ2 )

（a） 4 Gyガンマ線照射リンパ球の染色体
異常生成の動態。　

（b）ガンマ線照射24時間後の末梢血リン
パ球における染色体異常の線量効果
関係。

（A）染色体断片頻度Y = （0.0467 ± 
0.0134） + （1.0410 ± 0.0315） 
× D, p > 0.45

（B）二動原体染色体頻度Y = (0.0000 ± 
0.0000） + （0.0709 ± 0.0359） 
× D + （0.0444 ± 0.0121） × D2, 
p > 0.95；Dは吸収線量 （Gy）

REMAT活動の今後の展望特集2
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究室ホームページ）（ 年 月 日更新）

図3：未成熟染色体異常の頻度2）
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1． はじめに

　REMATでは、大規模災害時など混乱した状況下にお

いても、放射能汚染などの現場の状況を的確に把握して

安全を確保した上で、緊急被ばく医療支援などの活動に

当たることの重要性が、東電福島原発事故対応を通じて

の教訓となっています。 放射線モニタリングシステム

である「ラジプローブ」は、この教訓をもとに、REMAT

活動時に派遣者の活動状況を現地派遣者のみならず後

方支援者が把握し、活動の安全に役立てるために開発さ

れました。1),2) ラジプローブのシステム概要を図 1に

示します。このシステムでは、用途に応じたいくつかの

放射線測定器による線量率やスペクトル、位置情報、周

辺映像などを取得してリアルタイムに伝送し、離れた

場所で監視することを可能としています。災害現場や被

ばく医療の現場では、防護服や防護マスクなどの装備を

した状態で様々な作業を行う局面が連続することから、

計測器を常時監視することや、本部への活動状況の報告

などが困難な場合があります。ラジプローブを導入する

ことによって、放射線管理を離れた場所からバックアッ

プすることが可能になり、現地派遣者がより現場での作

業に集中することができるようになりました。ラジプ

ローブは当初、車両に搭載することを前提に開発しまし

たが、最近、小型化の改良を進めており、開発当初にはな

かった活用方法が生まれてきています。今回はREMAT

の被ばく医療支援と発災地初動活動支援における携帯

型ラジプローブの新たな活用について紹介します。

2． 被ばく医療現場でのモニタリングと遠隔地からの
放射線管理支援

　被ばく医療の専門施設である放医研の「緊急被ばく医

療施設」などでは、放射線モニタリング装置が常設され

ており、放射能汚染の持ち込みに起因する二次的な汚染

拡大や被ばくを早期に発見するための監視体制が整っ

ています。しかしREMATが派遣される各地の医療機関

で同様な設備があるとは限りません。そこでREMATが

医療機関へ派遣される際には、携帯型ラジプローブを持

参し、処置の現場に設置することによりエリアモニタリ

ングを行う運用を始めています。ラジプローブの特徴を

活かし、得られた放射線情報は現地で確認できるだけで

なく、放医研においても派遣活動を支援するチームが線

量やスペクトルの変化を常にモニタリングすることに

より、現場がより医療活動に集中できるように放射線防

護体制をサポートします。この運用は 2013 年度からの

放医研協力協定病院における訓練にて使用を開始して

おり、現場での実証試験を積み重ねています（P.3 目次２

段目の画像参照）。

3． 発災現場でのモニタリングによる救助活動などへ
の支援

　携帯型ラジプローブの可搬性をより活かす方法とし

て、放射性物質運搬時の交通事故や爆破・噴霧装置など

による核・放射線テロを想定した現場活動にあたる初

動対応への導入を行っています。具体的には、より短時

間に周辺の空間線量率を測定して初動対応者が安全に

活動するための警戒区域を設定することや、人命救助

などのために現場へ進入する救助隊の安全確保などへ

の活用です。ラジプローブを救助隊などが携帯して、そ

の情報を現地指揮所で展開することにより、指揮者が

活動内容を決定するための手助けとなることが期待さ

れます。2014年7月には、このための試作機を作成し、

千葉市消防局にご協力いただき試用・改良を行ってい

ます (図２）。

4． まとめ

　原子力災害発生時に現地へ派遣されるREMAT隊員

の安全確保のために開発したラジプローブは当初の車

両への搭載を前提とした防護システムから、ニーズの

拡大と装置の改良によって、室内でのエリアモニタリ

ングや災害初動対応者の安全確保、さらには環境モニ

タリング 3）などへ応用を広げつつあります。今後もより

REMAT 隊員や派遣先での放射線防護に資するシステ

ムへと改良を続ける予定です。

参考文献
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ュース: 2012年3月号
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図1：ラジプローブのシステム概要 図2：発災現場での携帯型ラジプローブによる放射線防護の使用想定
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ラジプローブを携帯もしくは先行投入し、
安全を確認しながら現場に進入することが可能

救助活動中も常に線量などの
状況変化を測定してリアルタ
イムに送信。隊員は救助活動
に専念

現場指揮本部などでの状況把握や　　
放射線管理が可能となり、現場活　　
動者への適切な指示が可能

 カメラ映像

 活動時積算線量
 中性子カウント

 線量率時間変化

 指令本部などの後方支援者

 全面マスク・グローブ
 装着時での使用を配慮

 活動情報

 状況把握
 指示・退避命令

 衛
星回
線

地上デ
ータ回

線

測定データをリア
ルタイムに指揮所
や本部へ送信

  放射線計測器

車両隊員
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1．はじめに

　放射性物質が飛散した事故では、呼吸を介してこれを

摂取することがあります。福島原子力発電所事故におい

ても、環境中に放出された放射性プルームの吸入摂取が

起きています。放射性プルームに含まれていた放射性物

質の中でヨウ素（131I）やセシウム（134Cs、137Cs）のよう

なγ線放出核種は、体外からでも甲状腺モニタやホール

ボディカウンタを用いることで体内に摂取した量を計

測することができます。ところが、α線しか放出しない

核種の場合には、α線の特徴である物質透過力の弱さの

ために上述のような体外計測法を適用することができ

ません。その代表例が、プルトニウム（239Pu）です。事故

発生直後であれば、先ずは吸入摂取の有無を確認するた

めに、鼻腔を綿棒などで拭き取るスメア法が用いられま

す。従来、吸入摂取の有無を確認するためにしか用いら

れなかったスメア試料ですが、実は放射性物質の性状評

価にとって貴重な試料です。吸入摂取においては、放射

性物質の性状（可溶性や粒子径など）が内部被ばく線量

の評価や医療措置に少なからぬ影響を及ぼします。ここ

では、プルトニウム化合物を例に、スメア試料を用いた

性状評価法を紹介します。

2．性状評価その 1：可溶性の判定

　吸入摂取した放射性物質が、体内に速やかに溶け込む

かどうか、つまり可溶性であるか不溶性であるかという

ことは線量評価や体内除染法の策定にとって重要な問

題です。スメア試料のα線計測ではグロスカウント用測

定器を多用しますが、スペクトロメータを用いることで

核種情報のみならず可溶性の判定に有用な情報が得ら

れることが明らかになりました。1） 図1 に、プルトニウ

ムの可溶性の違いによるスペクトルの差を示します。粒

子状物質となった不溶性プルトニウム（239PuO2）の状

態であれば、スメア試料測定で得られるα線スペクト

ルはシャープなピークを有しており、可溶性である溶液

状（239Pu(NO3)4）の平坦なスペクトルとの違いは明瞭で

す。スメア試料素材に付着したプルトニウムが、溶液状

の場合は素材内部まで浸透しやすく、素材による遮蔽を

受けるためにこのようなブロードなスペクトルになり

ます。α線の特徴である弱い透過力だからこそ判定でき

る手法です。定量する際には、注意が必要です。シャープ

なピークが見られない溶液状物質では、粒子状物質に比

べて、検出感度が悪くなっています。スメア素材による

遮蔽効果は、事前に検討しておく必要があります。グロ

スカウントではなくα線スペクトロメータを用いた測

定を行うことで、核種同定と定量、そして可溶性の判定

と、内部被ばく線量評価に有用な情報を一度に入手する

ことができます。

3．性状評価その2：粒子径の判定

　粒子状物質を吸入した場合は、その粒子径も線量評価

をするためには重要な因子となります。しかし、吸入摂

取事故で粒子径情報があることは稀です。粒子径情報

が得られないことを考慮して、ICRP Publ.662）の呼吸

気道モデルでは、放射線作業従事者には 5µm、公衆には

1µmというデフォルト径を提示しています。このデフォ

ルト径は、most probable、つまり最も確からしいとし

て提示されているもので、必ずしも最悪の事態を想定す

るものではありません。図 2は、内部ばく線量を求める

際に用いられる線量換算係数と粒子径の関係を作業者

の標準呼吸時として示しています 3）。

　この図に示すように、デフォルト径より小さい粒子径

のときに、線量換算係数は最高値を示します。この例で

は最大で約 10倍の差があります。従って、デフォルト径

を適用することが妥当であるか、またはもっと高い線量

換算係数を適用すべきなのかといった判断を迅速に行

うことができれば、内部被ばく線量の過小評価を避ける

ことができます。簡便かつ迅速に粒子径を評価する方法

として、オートラジオグラフィ法による迅速飛跡計測法

を検討しました 4）。計測法の流れを図 3に示します。従

来のオートラジオグラフィ法の欠点である飛跡計数の

煩雑さを、新たな計数ルールの導入で簡便な方法にしま

した。その結果、239PuO2 では、10 分間のフィルム密

着で得られた飛跡像を観察した時に、10本程度の飛跡

を持つ粒子は粒子径が 5µmであり、複数の飛跡を持つ

粒子が確認できない場合は粒子径が 5µm以下であると

判断できることが明らかになりました。α線スペクトロ

メータで確認された核種情報から、核種毎の最適なフィ

ルム密着時間を算定し飛跡解析を行うことで、様々な核

種に対して粒子径情報を提供することも可能です。得ら

れた粒子径の情報を考慮して内部被ばく線量を評価す

ることで、被ばく線量の過小評価を防ぎ、適切な医療処

置のための判断材料を提供することが可能となります。

参考文献
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図1：模擬スメア試料によるα線スペクトルの測定例

図2：239PuO2吸入時における粒子径別線量換算係数

図3： オートラジオグラフィ法による粒子径計測のフロー図3： オ トラジオグラフィ法による粒子径計測のフロ

REMAT活動の今後の展望特集2

　フィルムの現像　　　　顕微鏡による計数（倍率：100ｰ400倍）

　新計数ルール：飛跡が4.5 以上のみ計数

10分間密着

239PuO2粒子

電子顕微鏡用フィルム

スメア試料
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1．はじめに

　平成 26 年 6 月から約 3ヶ月間、放医研海外派遣研

修員制度を利用してアメリカ国立衛生研究所のDavid 

Wink 博士のラボにお世話になりました。その体験を御

紹介します。

2．アメリカ国立衛生研究所（NIH）

　アメリカ国立衛生研究所（NIH）は、1887 年に設立さ

れたアメリカで最も古い医学研究所で、国立癌研究所、国

立精神衛生研究所、国立小児保健発達研究所、国立ヒトゲ

ノム研究所など、それぞれの専門分野を扱う27の研究所

及びセンターが集まって構成されています１)。本部はワシ

ントンD.C. の中心部から電車で約 20分のメリーラン

ド州ベセスダ市にあります。政府の機関であるため非常

にセキュリティーが厳しく、NIHの中に入る為には、ID

カードが必要です。IDカードが発行されるまでは毎朝パ

スポートを提示してセキュリティーチェックを受けてい

ました。敷地内でワークショップが

行われる時などは、外部から多くの

研究者が入るため、セキュリティー

チェックに１時間以上かかることも

あります。IDカードとメールアドレ

スを頂いたときは本当に感動したの

を覚えています。とても素敵な環境

の研究所で、セキュリティーチェッ

クを終えて敷地内に入ると、そこは

緑に囲まれた自然豊な景色が広が

り、歩いていると野生のリスやウサ

ギ、鹿の親子に遭遇します（図1）。 

3．David Wink 博士のラボ

　David Wink 博士のラボは、NIHの中心にある臨床セ

ンター、ビルディ

ング 10（図 2）の

地下2.5階にあり

ました。地下 2.5

階というと、何と

も不思議な感じ

がしますが、実際

に地下 2階と地下 3階の間にフロアがあり、Wink先生

に案内された時に、2.5 階があるって驚いたでしょ？と

紹介されたのを覚えています。ここのメンバーは皆とて

も親切で、素敵な出会いが沢山ありました（図 3）。同じフ

ロアには、基礎生物の研究者ばかりではなく、化学や物理

出身の方、獣医や臨床医も皆一緒に実験をしていて、実験

の待ち時間に集まっては、ホワイトボードを囲みディス

カッションをするのが日常でした。日本と違いそこでは、

身分や研究歴など関係なく、何か思いついたら気軽に発

言しあい、どんなに突拍子もないアイディアでも躊躇す

ることなく意見を出し合って、お互い尊重しディスカッ

ションするので、はじめは少し驚きでしたが、思いもよら

ぬ新しいアイディアが生み出されることが多く非常に有

意義に感じました。

　さて、WinkラボはNIHのRadiation Biology Branch

に属しています。ラボの皆さんは放射線に対する生物応

答に非常に興味をもっています。彼らに初めてお会いし

た際、まず聞か

れたのが、あの

放医研から来た

のでしょう？重

粒子を照射でき

るあの放医研で

しょ？すごい

ね！重粒子線っ

て癌抑制にすご

く効果があるっ

て聞くけれど、

ここでは重粒子を照射できる施設がないから、どれだけ

良いか研究ができないの！今後コラボレーションして、

今自分が進めている研究について、重粒子の影響を解析

したいな！と言われ、放医研が世界で認められているこ

とに改めて感動し、放医研の職員であることを誇りに思

うと同時にさらに頑張らねばと思いました。

4．Wink ラボ滞在中に行った研究内容
　4.1 癌細胞の浸潤能と放射線

　私は、放射線が癌由来細胞株の浸潤能に及ぼす影響に

ついて、研究をこれまで行ってきました 2,3）。癌の浸潤能

とは癌細胞が周りの組織を壊して広がる能力のことで

す。癌が転移する際、その最初のステップとして、癌細胞

は周りの組織へ浸潤し、リンパ管や血管にたどり着く必

要があります。そして、血液やリンパの流れに沿って、他

の臓器へ転移します。そのため、癌細胞の浸潤能を抑える

ことは癌を制御する上で非常に重要です。ヒト癌由来細

胞株30種を用い、X線 (4 Gy) または炭素線 (2 Gy) 照

射後の細胞の浸潤能の変化を解析しました。その結果、炭

素線はX線に比べ、大多数の細胞株の浸潤能の抑制に非

常に効果的である事が明らかとなりました。しかし、まれ

に照射後に浸潤能が上昇する細胞株も存在する事がわ

かってきました。

　4.2 癌細胞の浸潤能と一酸化窒素（NO）

　なぜまれに、ある特定の癌由来細胞株では放射線照射

後に浸潤能が上昇するのでしょうか。その後の解析から、

細胞が産生する一酸化窒素（NO）は、細胞の浸潤能を上

昇させること、そして照射後にNOの産生が上昇する細

胞株では浸潤能が上昇していることが明らかとなりまし

た 4）。反対に、照射後にNOの産生が減少する細胞株で

は、浸潤能も低下していました。この研究により、NOの

産生変化を、照射後の浸潤応答を予測するマーカーとし

て、さらにこの研究を発展させたいと思っていました。そ

こで、癌とNO研究の第一人者であるWink 先生にお願

いし、NOに関する基礎研究の実験手法を勉強させて頂

く事にしました（図4） 。

　4.3 癌細胞の浸潤能アッセイ系の立ち上げ

　NOは非常に不安定なガスで、産生されるとすぐに分

解されてしまいます。そこで、NOが細胞に及ぼす影響

を調べるために、いかにして長い時間、NOを産生でき

る環境を作れるかが重要になってきます。Wink ラボの

方々にはNOを用いた実験手法のコツや良い材料を色々

ご指導頂きました。また、Wink ラボでは、マウスにヒト

乳癌由来細胞株を移植した乳癌モデルマウスを用いた実

験により、マウスの生体内のNOが、乳癌の転移に及ぼ

す影響について研究を進めていました。このモデルマウ

スにNO放出剤を投与すると脳への転移が上昇し、反対

にNO産生阻害剤を加えると、脳転移を抑制できると論

文に発表したばかりでした。転移能の変化と細胞の浸潤

能を解析する必要があるため、これから癌細胞の浸潤能

のアッセイ系を立ち上げようとしていたところでした。

そこで、私の方は、Wink ラボで癌細胞の浸潤能のアッ

セイ系を立ち上げました。そのアッセイ系を用い、炭素線

照射後にNO産生が減少し浸潤能が低下する細胞株を

用い、今度は、NO量が高い培地にさらしてみました。す

ると、そのような細胞株でも浸潤能が上昇することが明

らかとなりました。すなわち、照射後に浸潤能が低下する

機序には、照射後にNO産生が減少することが重要であ

ると示唆されました。短い滞在期間ではありましたが、今

後につながる貴重な

データを得ることが

できました。

5．おわりに

　世界へ向けて放医研の研究を発展させたい！と常々

思っておりました。今回、その思いが叶い、短期ではあり

ましたがNIHに滞在する事ができ、今後の研究発展につ

ながる貴重な経験を沢山しました。また、放医研の重粒子

が世界でいかに認められているか、そして、自分がそのよ

うな環境で日々研究できることの有り難みを改めて感じ

ました。このような機会を与えて頂けたことに心から感

謝を申し上げたいと思います。 
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図1：NIHで遭遇し
た野生のシカやリス

図2：ビルディング10

図3：Winkラボの
        皆さん

図4：細胞実験の様子
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1．はじめに

　X線や粒子線を、スリット、コリメータ、キャピラリなど

で成形したり、電磁気力を利用したレンズで集束するこ

とにより、マイクロメートルオーダーまで絞り込んだも

のを放射線マイクロビームと言い、微小領域における化

学分析のプローブ、工学材料や生体試料における局所的

な放射線影響を調査するツールとして広く活用されてい

ます。その中でも、生物試料照射用の放射線マイクロビー

ム装置は、狙った細胞に任意の放射線量を照射できる装

置であり、一つ一つの細胞に同じ量の放射線を与えられ

るので、低線量（率）領域の精密な放射線影響研究が可能で

す（図1）。

　現在、世界には日本を含め数多くのマイクロビーム施

設が存在しますが、米国コロンビア大学Radiological 

Research Accelerator Facility （RARAF）1）は、生物試

料照射用の放射線マイクロビームの設計と実用化を世

界に先駆けて実現し、中性子、ヘリウムイオン、陽子、特性

エックス線と、多くの線種のマイクロビーム装置を所有

する世界トップレベルの研究施設です。RARAFは、世界

各国から年間40件以上の研究課題を受け入れ、放射線誘

発バイスタンダー効果や適応応答をはじめとする低線量

影響研究に多くの知見と成果を発表しており、2011年

からはマイクロビームの開発及び利用に関心のある研究

者、技術者、大学院生を対象に3日間のトレーニングコー

スを実施しています。このトレーニングコースは、マイク

ロビーム技術のパイオニアであるRARAFの著名な生物

学者および物理学者が講師となって行われ、RARAFが

有する先端技術・知識を教材として提供し、受講生自身に

今後の研究にマイクロビーム装置をどう活用するか実験

企画書（Proposal）を作成させ、マイクロビームを応用し

た放射線影響研究に必要な知識と実技を身に着けること

を最大の目的としています。

　私は、放医研の陽子線マイクロビーム細胞照射装置

SPICE2）を利用する国内外研究者の支援業務に携わっ

ており、マイクロビームを用いた生物研究の知識を深め

ると共に、英語力を高められる機会でもあることから、

2014年度の本トレーニングコースの受講を決意しまし

た。

2．コース内容

　RARAFは、ニューヨーク州のアービントンに位置し、

周りを緑に囲まれた閑静な高級住宅地の中にあります。

トレーニングコースの受講生達は、世界各国の研究者及

び大学院生で、彼らは皆、今後の自身の研究にマイクロ

ビームを利用したいと考えており、それに必要な知識と

技術を得るために受講したとのことです（図 2）。3日間

のカリキュラムは、講義、施設見学、実技、実験企画書立案

とディスカッションで構成されました。最終日には、各

受講生が当施設で実施したいと考える実験の企画書を

発表し、講師陣に科学的に意義があると判断され、採択

（Approve）が得られれば修了となります。

　講義ではマイクロビーム概論、物理学的見地からの

海外研修報告報 告

マイクロビームの理解、照射後細胞の生物学的

影響の分析方法などを学びました。カリキュラ

ム上、講義の後には必ずディスカッションが組

み込まれており、それによって受講生自身が切

磋琢磨しながら研究テーマの構想・構築ができ

るようプランニングされています。ディスカッ

ションは、堅苦しいものではなく、自分の考えを

聞いてもらい講師陣や他の受講生からアドバイ

スを仰ぐというものでした。施設見学では、5.5 

MVのシングルエンド型静電加速器（ここから

ヘリウムイオン、陽子を供給する）を見学し、実

際に加速器の立ち上げ作業を行いました。実技

では、細胞皿の作り方および細胞培養の手法を

学びました。

　RARAFでは、ユーザーからの要望に沿って、

マイクロビーム装置とその周辺機器について、

日々試行錯誤しながら開発を進めており、その中でも私

は、マイクロフルイディックスシステム（MicroFluidics 

System; MFS）4) に興味を持ちました。現在、SPICEを

含む世界のほとんどのマイクロビーム装置は、細胞を薄

膜に接着させ、ステージを機械的に動かしたり、電場や磁

場によりビームを走査することで細胞への狙い撃ち照射

を行っていますが、一方のMFSは、浮遊している細胞を

マイクロメーターレベルの細さの流路に通過させなが

ら、細胞一つ一つに狙いを定めて照射するため、流速に合

わせて高速な照射を可能にしています。さらに流路の最

終部では、照射細胞と非照射細胞を分離して回収するこ

とが可能です。このシステムは、血球などの浮遊細胞の狙

い撃ち照射や、大量の細胞を取り扱う統計量を必要とす

る放射線影響研究に非常に有効だと考えました。

　本トレーニングコースの最終日には、必死に準備した実

験企画書“Relevance of Ca2+　and NO in Bystander 

Effects”を発表しました。これはMFSを利用し、放射線

誘発バイスタンダー効果の原因の一つと言われるNO

（窒素酸化物）の産生メカニズムと作用について調べるこ

とを企画したものです。講師陣もこれに興味を示し、私は

無事に「採択」を頂くことが出来ました（図3）。

3．おわりに

　今回は私にとって初めての海外出張で、緊張と不安で

いっぱいでしたが、海外の研究者や大学院生と英語で論

じ合い、研究構想を練った経験はとても楽しく、SPICE

のユーザーとの研究打ち合わせなどに生かせていると思

います。2015 年には、福井県敦賀市にてマイクロビー

ム放射線応答国際ワークショップ 5）があり、トレーニン

グコースで会った先生方や受講生の皆と再会するのを楽

しみにしています。
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図1：ヒト肺正常細胞（WI-38）へのマイクロビーム狙い撃ち
照射

放医研陽子線マイクロビーム照射装置SPICEを用いて細胞核に5箇
所ずつマイクロビームを照射しました。緑に光っている部分はマイク
ロビーム照射によってDNAが切断された箇所であることを示してい
ます。

図2：2014年度トレーニングコース受講生

図3：Proposalを発表している筆者
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1．はじめに

　前回、疫学研究においては、標本から母集団の特徴や性

質を推測する推測統計を意識して研究デザインをするこ

とが重要であるというお話をしました。今回はもう一歩

進めて、推測統計において、標本と母集団の統計学的指標

がそれぞれどのような意味を持つのか、そして検定の基

本的な考え方についてを説明します。

2．要約統計量と正規分布

　量的変量の観測データは、度数分布表、ヒストグラム、

分布曲線（ヒストグラムの各柱の上端を滑らかに結ん

だ曲線）で表して、分布の形状を見ること重要です。分

布の中心やばらつき具合を表す指標を要約統計量とい

います。分布の中心は代表値で表され、これには平均値

（Mean）、中央値（Median）、最頻値（Mode）などが含ま

れます。ばらつき具合の指標には分散（Variant）、標準偏

差（Standard Deviation：SD）、範囲（Range）、変動係数

（Coefficient of Variation：CV）などがあります。これら

の意味と求め方を表１に示しました。前回お話しした記

述統計においては、これらの要約統計量を用いて、観察し

た集団の性質を正確に記述することができます。

　疫学研究で得られた多くの変量、たとえば身長などの

検査データや一般的な試験の点数などの分布は、標本数

を増していくと左右対称の滑らかな釣鐘型の正規分布に

近似します（図 1）。正規分布においては平均、中央値、最

頻値はすべて分布の中心に一致します。そのため、平均と

ばらつき具合を表すSDがわかれば、分布曲線が得られ

ます。そして、任意の変量の値が分布全体のどこに位置す

るかを、曲線の面積または正規分布表から求めることが

できます。正規分布においては、平均±SDの範囲内に観

測値の68％が含まれます。また、平均±1.96 × SDの範

囲内には観測値の 95％、平均± 2.58 × SDの範囲内に

は観測値の99％がそれぞれ含まれます。

橋渡しと連携のための疫学  　　　推測統計と検定の基本的な考え方連 載 その5

変曲点

中心
68.26%
95.44%
99.73%

SDは、標本SDに　N/（N-1）をかけた値として推定さ

れます。Nが 30以上の場合は母標準偏差と標本標準偏

差の差がかなり小さくなります。

4．標準偏差と標準誤差の違い

　標本SDは、標本そのもののばらつき具合を示すため、

母SDは、推測された母集団のばらつき具合を示すため

に、それぞれ用いられます。一方、SEMは、母集団の平均

値の推定存在範囲を示すために用いられるものです。し

たがって、研究結果を図表化する際には、その目的に応じ

て示す指標を適切に選択しなければなりません。

5．2つの標本集団の有意差検定

　2つの標本集団に有意差があるかどうかを検定するこ

とは、言い換えれば、それらの標本データが同じ母集団か

ら得られたものなのか、それとも異なる母集団から得られ

たものなのかを検討することです。同じ母集団から得られ

たと言えないのは、各々の標本集団から推定される①母平

均が異なる場合と、②母集団のばらつき具合が異なる場合

ですが、今回は①の場合について解説します。

　母平均が存在する範囲は、前述したように「標本平均を

中心として、SEMを標準偏差とする正規分布」で表され

ます。すなわち、同様の標本抽出を100回行った場合のう

ちの95回は、標本平均±1.96×SEMの範囲内に存在す

るだろうと推定されます。この範囲が母平均の「95％信頼

3．標本の統計量から母集団のパラメータを推測する

　推測統計学では、標本からその母集団全体の性質を

推測します。標本の要約統計量と母集団の要約統計量と

は区別され、それぞれ統計量（Statistics）、パラメータ

（Parameter）と呼ばれます。すなわち、標本から母集団

を推測することは、統計量からパラメータを推測するこ

とで、この作業を統計的推測といいます。

　標本の統計量は、表 1に示した方法で、標本データを

直接計算して求めることができます。一方、母集団のパラ

メータは、標本の統計量を基にして推測することになり

ます。

　もしも同じ母集団から、別々の機会に複数回の標本抽

出を行ったとすると、各回の標本平均と標本SDはそれ

ぞれ異なった値になります。母集団の平均は母平均と呼

ばれますが、標本抽出回数を増やしていくと、各標本平均

の分布は、母平均を中心とした正規分布に近づいていき

ます。このことは、母集団の分布の形によらず（正規分布

ではない偏った分布であっても）常になり立ち、「中心極

限定理」と呼ばれます。

　一般的な疫学研究では、1回の標本抽出で得られた

データしかありませんので、この標本平均が母平均の分

布範囲の中心であろうと考えます。母平均の存在範囲は、

標準誤差（Standard Error of the Mean：SEM（SEと

略される場合もあります））をばらつきの指標とした正規

分布になります。SEMは、母SDを　Nで割った値（あ

るいは標本 SDを　（N-1）で割った値）になります。母

図1：正規分布曲線

表1：主な要約統計量
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区間（95％ Confidence Interval）」と呼ばれています。

　2群の間に有意差があるかどうかは、両群の母平均の

95％信頼区間が重なるかどうかを調べればわかります。

両群の95％信頼区間が重ならなければ、100回中95回

の確からしさで、母平均の大小関係がそのまま保たれて

逆転しない、すなわち、2つの標本集団の大もとになって

いる母集団は95％の確からしさで異なっていると考え

られます。平均値の検定を行い、2つの群に有意水準5％

（p<0.05）で有意差があるというのは、このような状態を

表しています。

　SEMは、上述のように標本SDを　N-1で割ったもの

なので、標本の例数が大きくなれば小さくなります。有意

差検定において、例数の多寡が重要な問題になるのは、こ

のような理屈があるためです。

　このような検定ができるのは、標本の統計量から正規分

布の性質を利用して母平均が推測できることによります。

したがって、この方法は、標本の例数が多くて正規分布に

近似できる場合のみに可能です。このような場合をパラメ

トリックであると言います。

6．正規分布を仮定できない場合の検定

　標本の例数が少なかったり、分布に偏りがあり正規分

布への近似が難しい場合は、母集団を正規分布と仮定し

てそのパラメーターを推定することができませんので、

上記の方法が使えないことになります。

　このような場合はノンパラメトリックであると言い、

順位和検定を用います。この検定法は、一つ一つのデータ

間の値の差の大きさはまったく考えずに、値の大きい（小

さい）順にデータを1列に並べて、各々の群のデータが順

位を足し合わせて順位和を求めます（たとえば順位が 1

番と 2番と 3番であれば、その順位和は 6となります）。

標本集団が正規分布に近似できないために、各群のとっ

た値の大小関係がどの程度まれな確率で起こるのかだけ

を単純に検討するのです。

　たとえば、「A群 3例、B群 4例のデータがあり、A

群のデータが 1、2、3位を占めたとします。この場合、

両群間には有意差があると言えるでしょうか？」という

ような問題を考えます。A群の順位和は 1＋ 2＋ 3＝

6です。A群の取りうる順位和は 7C3 ＝ 35通りとなり

ますが、このうちA群が今回のように順位和が 6とな

る場合は 1通りです。したがって、今回起こった事象は、

1/35の確率であるために、p<0.05 で有意差がある（片

側検定）ということになります。

　パラメトリック法の検定が使用可能な例数は、慣例的

に1群が 10～ 20例あたりに境界線があるようです。ヒ

ストグラムを描いて直接分布の形を見てみるのも良い方

法でしょう。 例数が少なめで、パラメトリック法とノン

パラメトリック法のどちらを使えばよいかを迷った場合

は、ノンパラメトリック法を使うことをお勧めします。ノ

ンパラメトリック法は、パラメトリック法に比べて、本当

は母集団には差がないのに検定結果では差があるという

結果が出てしまう誤りの可能性を少なくした「頑健な」方

法だからです。しかし、明らかにパラメトリック法が適用

できる場合にノンパラメトリック法を使ってしまうと、

逆に、本当は 母集団には差がないのに検定結果では差が

あるという結果が出てしまう誤りの可能性が増してしま

うことになります。

　それでは、ノンパラメトリック法を使えば、どんなに少

ない例数でも有意差検定が可能なのでしょうか？１群

が 3例の合計 6例しかない場合には、取りうる順位和の

場合が 20通りしかありませんので、一番まれな場合で

あってもp<0.05 にはなり得ません。したがって、有意水

準 5％で順位和検定を行うためには、最低でも それぞれ

3例と 4例の合計 7例（片側検定の場合）が必要だという

ことに気がつきます。

7．最後に

　今回は、標本のデータから、その母集団の特徴や性質

を推測する推測統計の基本となる正規分布と、パラメト

リックな場合とそうでない場合の検定の基本的な考え方

を述べました。研究で取り扱う標本データと、最終的に成

果が還元される母集団の関係を、いつも対応させて、検定

のイメージを作っていただけましたら幸いです。
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